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既に31項目が実現 。もしくは大きく前進し、68項目は実現に向けて進行中で丸
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公明党は、

改訂版・政策綱領「マニフェスト123」 を

国民の皆さまに提示いたしま丸

「マニフェスト123」 は、2003年の衆議院選挙の際に

お示しした「マニフェスト100」 を基本とし、今日的な

政策課題等について補完・補充するため、

新たに23項目を「追加 」しました。

政策の達成期限は、「マニフェスト100」 の時点と同様、

原則として衆議院議員の任期までです。

Manifesto 123・ CONTENTS

連立参加4年 8カ月の成果と実績

公明党が掲げる重点6項目

検証『マニフェス ト100」

第1章 ムダを ―掃。徹底した行革と特権を排除
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連立政権に参加して4年 8カ月、公明党は、一瞬たりとも体むことなく、

連立与党の一員として日本のかじ取りに力を尽くしてまいりました。

公明党が連立政権に参加して以来、その活躍が、

政府を大きく支えてきました。

政治の安定

まず一つ目は、公明党の連立参加による政治の安定

です。連立政権に参加した1999年 当時、大手の金融機

関が破たんするなど金融危機が叫ばれていました。この時

代に、あえて公明党は「政治の安定と改革」を掲ι大 政権に

参加。公明党が政権を力強く支え、政治が安定したからこそ、

政府は切れ目なく適切な経済運営が実行できたのです。

経済の再生

二つ目は、これまで困難とされてきた、数々の改革を着実に実行に移

し、経済の再生の成果が現れている点で現 金融システム改革をはじ

め、規制改革、行財政改革、社会保障制度改革といった国民のための

「構造改革」を進めてきた結果、ようやく改革の芽が出てきていま硯

金融システム改革では、金融再生プログラムの策定・実行により、大手

銀行の不良債権額が減少し、“かつてない危機"を乗り越えようとしてい

ま丸 また、投資減税など計1兆 8000億円に及ぶ先行減税を実施し、

これが経済の活性化に大きく貢献しました。こうした改革への政府の一

員した取り組みを受けて、景気。経済も10年余り続いた長いトンネルを

抜けて、本格的な回復へと向かいつつありま丸

国民生活優先の政治

そして三つ目に、国民生活に密着した政治の実現で丸 公明党の強い

主張で、これまでの政権では後回しにされてきた福祉、環境、教育、

人権、文化などの分野に光が当たるようになりました。例えば、奨学

金の大幅拡充、待機児童ゼロ作戦、アレルギー疾患対策、児童手

当の拡充などが大きく前進しました。また、児童虐待防止法、交

通バリアフリー法、循環型社会形成推進基本法、文化芸術振興

基本法の制定など、国民の暮らしに密着した施策や法整備が

続々と実現していま丸 これまでの「官僚主導の政治」から

国民の視点に立った「生活者優先の政治」へと質的な転

換がなされています。これはまぎれもなく、公明党が国

の政策に大きな影響力を持つ与党の立場を存分に生

かしているからです。

公明党は、これからも

「改革のエンジン」として、

「安心・はつらつ社会」の構築をめざし、

ひとつひとつ着実に歩みを進めてまいりま丸
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健康増進・介護予防で元気を伸ばそう
わが国の「平均寿命」は、男性 女性ともに世界第 1位 (2002年 男フ84歳、女 853歳 )であり、

このままいけば、10年後の 2015年 には65歳以上の高齢者数が 3300万人に達する (全人口の

26%)こ とが予測されます。

こうした事実を直視する時、いま、わが国がめざすべき方向は、単なる長寿ではなく、
“元気で長生き

"

という「健康長寿大国」であり、私たちは2つの点を重視します。

まず第 1には、今後、介護が必要な高齢者の急増が予想されることに加えて、こうした要介護者の重度

化が懸念されます。特に軽度の要介護者の重度化は、介護サービスが必ずしも高齢者の生活機能、身

体機能の維持 己文善に結びついていない場合もあるとの指摘もあり、要介護者の増加や悪化を防ぐた

めの“介護予防の充実
"が
急務です。

第 2には、食生活の欧米化や他の先進国に比べて依然として高い喫煙率といつた生活習慣によつて、

今後ますます、がん、心疾患、脳卒中、糖尿病といつた生活習慣病が増加し、これらが国民の健康生活

に与える影響も大きいと言わざるを得ません。

こうした観点から
/AN明党は、介護予防 疾病予防 健康増進を一体的なものと捉え、国民各層に効果

的かつ重点的な取り組みを行うことにより、今後 10年 間で、健康寿命 (健康で自立して暮らせる期間、

2002年 男723歳、女フアフ歳)を
Ⅲ
2年程度伸ばす

・
ことをめざします。

具体的には、高齢者層については、軽度の要介護者及び要介護状態になる恐れのある方を対象にした

新たな介護予防サービスの創設や、地域における介護予防サービス拠点の整備などを進めることによ

り、今後 10年間 (10ヵ年戦略)で要介護者の比率を、現在の “高齢者のフ人に1人
'から
Ⅲ
10人に1ズ

に減らしていきます。

働き盛りのサラリーマン層には、地域 職域を通じた、がん、心疾患、脳卒中、糖尿病などの生活習慣

病対策を充実させ、疾病ことの目標値を定めて、り患率と死亡率の減少に取り組みます。

女性層には、乳がんや子富がんなど女性特有のがんによる死亡を減らすため、検診体制の充実を図る

とともに、女性の生涯を通じた健康支援を推進するための「女性専門外来」の設置促進などに取り組

みます。

数イ直目標

が ん … 5年生存率を20%改善
心疾患 …………死亡率を25%改善
脳卒中 …………死亡率を25%改善
糖尿病 …………発生率を20%改善

↓



地 域 tの安全ど子ど もの生命を守ります

警察官の増員、OB等の活用により「空き交番ゼロ作戦」を遂行するとともに、街頭犯罪、侵入犯罪の

増加に対して、スーパー防犯灯、子ども緊急通報装置の整備等とあわせ、自主防犯活動の推進など、地

域防犯力向上のための支援策を強化します。5年間で不法滞在外国人の人数を半減させるため、出入

国管理体制の厳格化、外国政府との連携強化に努めます。

多発する犯罪から子どもの生命を守るため、すべての学校で安全管理体制の総点検や独自の防犯マ

ニュアルの策定、通学路の安全点検を急ぐほか、小中学生全員に防犯ブザーの貸与を進めます。警備

の必要な小学校には「スクールガード」(学校安全警備員)を 5年間で配置します。

若者の未来設計をサポートします
これまでの若年雇用政策 (ジ∃ブカフェ等)は引き続き推進していき萩すが、新たに、新「若者自立 挑

戦プラン10カ年戦略」(仮称)を策定し、フリーター 無業者の増力口に対処するために教育段階から

の予防的施策を展開します。

具体的には、「未来プラン授業」(仮称)の導入や、土曜授業の実施、職業体験を行う「働くウイーク」

の導入を図ります。さらに、若者のやる気と能力開発を応援するため、丁等を活用した「日本版ラーン

タ
｀
イレクト」などを倉」設します。

歩いて著■せるまちづくりの推進
国において「歩いて暮らせるまちづくり」のための基本方針を策定し、2006年度を目途に、地方自

治体における「歩いて暮らせるまちづくり計画」の策定を推進します。

まちづくり交付金等を活用し、ユニバーサルデザインの視点を持つた街づくりを推進するとともに、高

齢者住宅などの居住空間を優先的に確保します。また、大規模施設等の立地について事前にまちや地

域への影響を調整できる仕組みを検討します。

意欲のある中ガヽ企業づ芯:援
中小企業向け貸出債権などの証券化の推進や、動産担保を利用した融資制度の整備など、中小企業

の資金調達の円滑化、多様化を一層進めます。また、包括根保証制度について制限的に見直します。

さらに商工会議所、商工会の機能を人材面から強化するとともに、企業の OBなどを新事業展開等に

悩む中小企業に派遣するため、2005年度までに地域協議会における企業 OB等の登録数を1万人に

します。

食料自給率を、10年で50%に
内閣総理大臣を長とする「食料 農業 農村政策推進本部」を自給率向上の戦略本部として位置づけ、

食料自給率40%(カ ロリーベース)を今後 10年程度で50%に引き上げることをめざします。

そのためには、国内生産の振興だけでなく健康にもよい日本型食生活の普及 定着のための施策を進

めます。また、土地条件の制約の少ない高品質、高付力国価値の野菜、果実等の生産を拡大し、金額ベー

スでの自給率の向上もめざします。

また、意欲のある担い手の支援強化のため、①効率的な経営体 ②効率的な経営をめざす意欲ある担

い手 ③効率的で一体性が高い集落営農を対象に、それまでの作物ことの価格支持、経営安定化政策

を抜本的に見直し、水田、輸作体系を守つている大規模畑作について、品目横断的な直接支払制度を

導入します。財源は農林水産省予算の見直し等で行います。

さらに、女性の農業経営における役害」を一層明確にするため、農業経営における役害」分担、収益配分、

就業条件等を取り決める家族経営協定の締結農家を、2007年末までに現行 2万 5000戸から4万

戸まで増加させます。
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世界トップレベルの

率的な政府を再構築

行財政改革 ――一

日 世界トップレベルのムダのない効率的な行政をめざし、国・地方

を通じ、公務員数を1割 削減します (国家公務員・約 51万人=03年 9

月現在、地方公務員・約 315万人=02年 4月 現在)。

(進行中です 〕中央行政機関の独立行IF7x法 人化で、lJ家公務員数を
35%)減:地方公多員数についても訓画的に削減を実施中。

口 徹底した行政改革を行うことにより約 5万件の行政手続きをオン

ライン化するとともに、2割を削減合理化します。

〔進行中です )各府省庁において行政手続きのオンライン化を推進中。

今後さらに、より簡紫な行政手続きシステムの構築をメ|る。

■□D税金のムダ遣いを徹底的になくすため、政府内に「首相指揮の対

策本部」(仮称)を設置します。2004年～ 07年までの4年間を集中期

間として、税金のムダ遣いの洗い出しを徹底的に行い、適宜、改革を実

施します。(併せて地方自治体のムダも検証)

(実現。大前進〕政府に「イナ政効率化省庁連絡会議 Jが設置され、現 il、

ムダゼロに向けた具体的な計画案を作成中.

■■D構造が複雑で透明性の低い「特別会計」については、廃止を含め

合理化を進めます。

(進行中です 〕J「業の効率化・見直しを着実に進めるこ今後、公会計liJ

度のあり方も含め、より透明性を高めていくことが Ell要。

公明党は、政権与党として、

「マニフェスト」の進展状況を定期的に検証し、公表します。

5月の中間とりまとめでは、

31項目が『実現もしくは大いに前進 』していますが、

今回、「マニフェスト100」 の 1項目ことに、

進展状況等の簡潔なコメントを付けました。
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議員や官僚の特権 0慣習にメス

地方分権 ―――

■日D国の補助事業を段階的に地方に移譲し、4兆円を目途に国庫補
助負担金の廃止・縮減等を行うとともに、これと併せて国から地方への

税源移譲を積極的に進めま魂 さらに、将来的には、国と地方の税源比

率を1:1に しま丸

(進行中です )地域問格差に注意しつつ、補助全の廃 11・ 市打減等、交
fJ税改革、地方への税源f//i喪の三ll 体で改革を推進中

■■D市町村合併を強力に進め、1000自 治体をめざしま魂

〔進行中です 〕合併 ll例法等の制定で、着実に市H」 ll合 ,「を推進中,

今後、党をあげて ‐川の推進を図る。

公共事業 1兆円削減プラン ーーー

‐ 公共事業における資材単価等の見直しや地域の実情にあった規

格 (ローカルルール)設定の促進等による工事コストの縮減を図るととも

に、社会資本整備に民間資金を活用するPFI方式の導入推進、事業の

優先的実施・スピードアップ等による事業効果の早期発現、国・地方自

治体における入札制度の合理化等の推進などにより、総合的な公共事

業コストを20%削 減しま魂 なお、機能・品質の確保に努めるとともに、

下請け企業等が不当なしわ寄せを被ることがないようにしま魂

〔 進行中です )0411度「予算編成の基本方針=に おいて、コスト■造
改革プログラムの「1標値達成に向けた1文 り・llみを「II記 ,

口 国の公共事業費については、予算の重点化・効率化を進め、ムダ

な公共事業をなくすことは当然として、経済動向を勘案しつつ、4年間で

現在の規模 (当初予算)よ り1兆円以上の縮減を図りま魂 なお、この間

に公共事業コストを20%削減することにより、所要の事業量は確保しま

丸 (官公需について、中小企業者の受注機会の増大を図るため、国等の

中小企業向け契約目標を拡大します)

〔進行中です 〕03年度は補正 i'算による公共事業追加はなし,茂出改

革・コスト縮減を進め公共事業に依存しない経済環境へ。

政治家・国会改革 ―――

口 議員が逮捕・勾留された場合にも支払われている歳費等を凍結

します。

(取り組み中 〕衆議院の議院運営委li会で公明党が歳費凍結、手当支
給停tL・・11張、ホ性続的に他党と協議中.

囮 国会議員歳費の1害」カットを継続しま丸 また、委員長専属の公

用車の廃止や委員会運営活動費、委員会視察関係経費などの諸経費を

見直しま魂 さらに、議員の海外旅費等の削減などを図りま丸

(進行中です )04年度も国会議員歳賀の1割 カットを継続する法改「
を推進・成立。lJ会関係経費についても見直しを検討中.

公務員・首長 ―――

■口D特別職、一般職を問わ哄 各省庁等の事務次官、外局長官級以上
の幹部公務員の給与を1割カットします。

〔進行中です )一 部の持,1職公街員について、綸ノゴの引き下げを行う法

「|くを次メIJ会 に提汁1予定

■口D公務員のlヶ月ことの「通勤手当」を是正しま魂 また、地方に転
勤後も続く公務員の「調整手当」を見直します。

(実現。大前進〕通勤手当の見直し・共動保障の受給要‖=の厳格化等、

公明党の主張で着実に見直しか実現。

‐ 国家公務員の天下りを内閣が一元管理し、退職後 10年間の再就

職状況をすべて公表するとともに、天下りや「渡り」による退職金の二重、

二重の受け取りができなくなるよう制度の見直しを行いま丸

〔進行中です 〕クヽ務員制度改革を進める中で、国家公務員の再i・ L殿 全

般 |二わたる、透1町・公i「なルールを構築中

■口D地方自治体の首長等の退職金制度を見直し、廃止または縮減す
ることをめざします。

(進行中です )ま だ、夫施「|,台体は少数:今後も、国会議 Fl・ 地方議11
カi連 Itして、青実に進める



経済・雇用の再生

新産業育成・中小企業支援

口 新産業育成、規制改革により、経済を活性化させ、新たな雇用を

500万人創出します。

〔進行中です )(り4年度予算において、成長が見込まれる新産業に重点

的配分.規制改革も併せて推進。

‐ 環境、バイオ、情報通信、ナノなどの重点戦略分野への重点投資

を行います。特に、有機 EL(発光材料)、 燃料電池など、近い将来に実用

化が見込まれ、人々の暮らしをより良くすることが期待できる研究開発

に対して、大規模かつ先行的に集中投資を行う、「みらいの種先行投資

プロジェクト」(仮称)を策定しま魂

〔実現。大前進〕04年度予算において、有機 ELや燃十1電池などの「みら

い創造プロジェクト」関連予算を大幅に拡充。

■口D無担保・無保証の新創業支援制度を拡充するなど、ヤル気のあ

る起業家を支援し、100万企業の開業をめざします。

〔進行中です 〕国民生活金融公庫が無Il保・無保証で行う新倉」業融資

制度の_上限額を、550万 円から750万 円に引きにltt

■口D金融機関が中小企業者に対して「イ国人保証」を求めない融資を

推進するとともに、売掛債権等の証券化・流動化など、金融機能の多様

化を図ります。

(進行中です 〕一定要件のもと個人保証を求めない融資倉J設や中小企

業金融公llllに よる llttfヒ 支援など中小企業金融を多様化。

■ED女性が創業するための「低利融資制度」の拡充など、SOHOも
含めて女性起業家への支援を拡充します。

(進行中です 〕114ヽ企業金融公庫による「女性起業家支援資金」に04

年度より経営者の個人保証を免除する制度を6」設。

観光立国の推進 ――一

GttD外国人観光客を2010年までに1000万人に(現在500万人)。
そのために、外国人受け入れ、人材の育成や外国語表示の観光案内を充

実させます。

(進行中です 〕観光予算を03年度に比べ大幅増額。大]1な規制緩和、

関係各省庁一体となった施策の一層の拡充が必要。

■ヨD観光担当大臣を任命し、観光総合戦略を策定する観光局を設置
します。

(実現。大前進〕第 2次小泉内lLl発足時に観光担当大臣を任命。また、

局長級の観光担当審議官も設置 (04年 7月 1日 )予定。

口 家族旅行や個人旅行を活性化するため、有給休暇の連続取得の

推進と学校長期休暇制度の分散化を図ります。このための環境整備とし

て中小企業への新規雇用支援と学校休暇制度の改善を行いま魂

〔進行中です 〕国土交通省内で家族旅行拡大対策を検討中。有給休暇

の連続Ill得を義務付ける法改正と中小企業支援策が不 :」欠。
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子育てを安心してできる体制を確立

雇用環境の整備 ―――

■四D若年者の失業率の半減をめざしま魂 そのため、若年者に対する
就業支援サービスを一体的に行う「ジョブカフェ」(仮称)を都道府県・

中核都市に設置するとともに、「日本版デュアルシステム(週の前半は企

業で実習生、後半は専門学校で訓練を受けながら正式採用に必要な力

をつける)」 の導入を推進します。また、希望するすべての学生がインター

ンシップを体験できるようにします。

〔実現。大前進〕04年度予算にやヽり込まれた公円]党 liナ 1の it■を」i力に

|「進しつつ、実効性のあるものになこ湖」ヘ

●2D定年年齢の引き上げや継続雇用制度の導入により、65歳までの
雇用を保障するとともに、高齢者については、NPOや シルバーノヘ、材セン

ター等を活用し、地域における多様な雇用・就業機会を確保します。

(実現。大前進〕定年年齢」き_上げ、ないし継続llf川制度の導フ、を盛り込

んだ高齢者扉川安定法改正案が04年通常国会で成立っ

四 年齢にかかわりなく生涯を通じて教育訓練・スキルアップできる

システムを構築します。

〔進行中です )04年度より「日本版デュアルシステι、Jが導入される。
さらなる効率的なシステムの整備が課題 .

女性の雇用の確保・改善 ―――

曖ヨD妊娠・出産、育児、介護などさまざまな理由で、いったん仕事を
中断し再就職を希望する女性を支援しま丸 職業訓練の充実、訓練や職

探し時には乳幼児一時預かリサービスを実施しま丸 さらに、両立支援

八ローワーク(現在は全国に12カ所)には、一ノ人、ひとりに適した職種や

企業の紹介ができるキャリア・コンサルタントを配置し、相談体制を充

実させます。

〔進行中です 〕03年児市福祉法改 i[の 子育て支援事業法制化で一時

保育促進事業が)ll展中。キャリア・コンサルタントもll・ 進。

2通 常労働者とパート労働者との「同一労働同一賃金」という処遇

均衡を図るため必要な条件の整備を推進しま丸

〔進行中です 〕ノ(― 卜労leJ法 に基づく指1の改 E:り |」 llに よる社会的
定着が課 Ll,処遇均衡へ|よ さらなる条件幣備が必要。

嘔コD2008年度を目標に、児童手当、保育などを総合的に給付する「育
児保険制度」(仮称)を創設しま魂

〔進行中です )次 L代育成支援対策推進法等、社会全体で子育て支援

を充実するためのり1在のllKり 粗[みをさらに進めなから検 iヽ 1.

饉ヨD保育所受け入れ児童数を3年で 15万人拡大しま魂 また、地域
の子育て支援や児童虐待防止対策などをより強化しま幌

〔実現。大前進〕地i丈ニーズを崎まえた保育所幣備iを 着実に推進 ,改 iF

児童虐待防 11法等の施行による対策強 fヒを具体的に実現 ,

ロコD2004年度中に児童手当の対象年齢を小学校 3年生までに引き
上,大 弓|き続き6年生までの拡充をめざします。

〔実現。大前進〕小学校 3年41までの拡充が実j見 ,さ らに、小学校 6年生

までの拡充に向けた必要川
~源
の確傷tをめさす

m24時 間対応可能な小児救急医療施設を全国に整備するととも

に、2008年 度を目標に健康保険 8割給付の対象年齢を3歳から6歳

までに引き上げます。

〔進行中です 〕だヽ児「1,くの養成・確保とともに、地域の実1占をF沓まえた

関係者の :1カ ,(「」のヤむ笑が缶、商,

口 子どもの急な発熱に、どう対応すればいいか悩むお母さんのた

めに、電話で小児科医から助言を得られる小児救急電話相談を実施し

ます。

〔実現。大前進〕()4年 度予算で相談事業1周 係へ予算計上。さらに、小児

科医の養成・確保を図る。

口 子育てサークルの支援や育児相談等を行う「つどいの広場」や「地

域子育て支援センター」を全中学校区(1万力所)に整備しま丸

〔実現。大前進〕04年度予算:で約 65億 F]]計上 li育 て支援施 1支の整

備、総合的な次‖t代育成支援劇策の 21」 11性を踏まえ推進。

口 父親の育児参加を促すため、育児休業を父親が必ず何日か取得

する「父親割り当て制」(パノい クオータ)を導入します。

〔進行中です 〕男1上の l」
‐
児体‖限取 f午率向 卜のための取り組みを推進 t

働き方の見直しも含めた検言」が必要.



持 可能で安心できる

社 保障制度を構築

続

会

m2008年 度までに、年金は国、医療は都道府県、介護
。次世代育

成・障害者福祉は市町村が主体となって運営する制度を構築します。ま

た、制度横断的に低所得の高齢者世帯の負担を軽減する制度を創設し

ます。

f進行中です 〕青:令・医療・介護等の社会保障制度改革全11にわたる

検討の中で、実現を図る。

年金 100年安心プラン
ー

田 年金制度を「年金 100年安心プラン」へ抜本改革します。具体的

には ①基礎年金の国庫負担割合を1/2へ引き上げる ②厚生年金の保

険料を最終的には年収の20%以下にとどめ、国民年金保険料も、月額

18,000円 台を上限とする ③厚生年金の給付水準は、現役世代の平均

的な手取り収入の50%から50%台半ば程度を確保する ④掛けたお金

(保険料)の 2倍はもらえる(給付)年金制度とする⑤すでに年金をもらっ

ている方については、物価の変動に伴う微調整以外、給付額は下げない

⑥現在 147兆 円の年金積立金は、2100年において、給付費の1年分程

度 (約 25兆円)を残し、それ以外は将来世代の給付水準の引き上げに

充てる
一
などです。

〔実現。大前進〕公明党の
「100年安心フランコに沿つてまとめられた年

金改革1関連法案が 04年通常[1会で成 えヾ=

0基 礎年金の国庫負担割合は段階的に引き上↓大 2008年度から2

分の1と しま魂 段階的引き上げに伴う主たる財源は、所得税の定率減

税及び年金課税の見直しにより確保します。

〔実現。大前進〕与党・年金制度改革
「あF't会の合意に■つき、()91i度ま

での段階的」|き Lげを実現.

口 女性の年金権を確立するため、離婚時に夫婦の年金分割が可能

になるようにします。

〔実現。大前進〕高に婚 }iな どにおける年金分割を可能とする年金改革月

連法等の改TF案が (〕 4年 )正 lζ l¬会で成■1.

医 療 ―一

ロヨD新たな高齢者医療制度を2008年度を目途に実施するとともに、

政管健保・国保の都道府県単位の運営を実現しま魂

〔進行中です 〕詩I期・後川高論者の負担のあり方など、高齢者の実態

をy告まえた1羊 11な |うt討 ′ヽ

CttD医療・介護にかかる自己負担を家族で合算し、負担が高額な場

合に軽減を図る新たな高額療養費制度を実施します。

(進行中です 〕今後の社会保障制度改革全般にわたる検討の中で、実

現をく|る 。

C□D妊婦健診 (現行2回 )を拡充しま魂

〔進行中です 〕必要な健診回数や検診費用の地域格差など、実態を踏

まえた健診のありl」 について検討し、拡充を図る。

0ド クターヘリの拠点地域を4年以内に3倍へ拡大 (現在7カ所)

します。10年後には各都道府県]力 所、50カ所地域の整備をめざし

ます。

〔進行中です 〕公明党として、ドクターヘリの現「山視察を実施し、推進

を希望する県へ、アプローチを開始中.

介 護 ―一

日EDグループホームや小規模・多機能型施設等の整備を計画的に進
め、2010年 までに特別養護老人ホーム待機者を解消します。

(進行中です 〕イヽ規模・多機能〕!施設なと'必要なサービス基]ネの整備

とともに、要介i=者の増加を防く'介護予1/」の強化をめざ
'1)

■ED痴呆性高齢者、独居高齢者など悪徳商法等の被害を受けやすい
高齢者を保護し、高齢者の虐待を防止するための法整備を行いま魂

〔進行中です 〕曖待の実態把握と地域における被害防 1の ための関係

鵬Ьlの連携強化等、法整備も含めた取り組みを推進.

、
1)



1,'こ言IIIN4al・ifestO
地域・家庭連携による学校サポー

卜体制で安心して学べる教育

健康づくリーーー

C□D更年期障害や子宮疾患、乳がん、過食症・拒食症など女性特有
の身体的症状や、精神的不安にじっくり応じてくれる総合的な外来診療

窓口「女性専門外来」の全都道府県での開設をめざします。

〔実現。大前進〕公月党の積柏1推進で進展中.女性医li lの 確告:を 図りな

が:ら、全都道‖「りrLでの開設を推進.

C□D生涯を通じた女性の健康支援を充実しま魂
●骨粗しょう症や貧血、乳がん、子宮疾患等の予防と早期治療のため

に、成人女性に対する健診の普及と充実を進めま魂

●思春期外来における相談や無料健診を実施します。

(進行中です )fLかん検診の充実を図るためのマンモグラフィ導ノ、を推
進_女性専門外来等の整備と,「せ受診率の向上を隊|ろ

=

■四D温泉を活用した健康づくり推進のため、温泉療法医、温泉利用指
導者 (員 )などの人材を確保し、温泉施設・旅館を「健康増進施設」とし

て活用します。

(進行中です )各 j也て温泉plFl指導者の請 r・ ll会,さ らに折導者の養成

に努め、,I古 泉利月]型鰹康増進方L設認定の推進を図る,

日EDア レルギー疾患対策を抜本的に強化します。国公立病院のアレル
ギー科の増設、全都道府県における公立・民間のネットワークの強化な

どを図ります。

〔進行中です )免疫アレルギー千l ili究 センクーか完成しFナ「究開発が

前進.ア レルギーI]電医のた成なと、さらに支:1を 1ビ上:

文化・スポーツーーー

ロ 地域の文化施設や多様な文化の人材を活用し、多くの人が文化芸

術に親じめるための環境を整備しま魂

〔実現。大前進〕伝統文fヒ子ども教室 J「米、文fヒボランティア1舌動:「 |〕竺i:

業、新進芸術家の■成等で03年度比増の予算を獲得
=

■匡D地域のだれもが、いつでも気軽に利用できる「総合型地域スポー
ツクラブ」の設置を強力に推進し、5年間で全市町村に、10年間で全中

学校区域 (約 1万力所)の設置をめざしま魂

〔進行中です )()3年 7ナJ現 在:で 558市区田」ll、 833ク ラブ(1守成中も含
む)設置`04年度は200ク ラフ分の予算子I:保 .

地域からの改革、教育活性化プラン ーーー

m各 学校に地域住民や保護者が学校運営に参加できる「学校評議

会」(仮称)を創設します。「学校評議会」は、法的権限を持ち、校長と

ともに学校の目標、計画、予算、教育内容、教職員人事等について、教

育委員会に意見を言うことができます。

※学校改革に地域や保護者の声を反映させるのが特徴で、イギリスの学

校理事会制度 (学校の最高意思決定機関として位置付け)を志向。

(実現。大前進)公明党の主張に沿った法案が04年通常lF・会で成立。今

後、適 al」な運用を図る。

CコD小学校で英語教育を必修に(毎日20～ 30分の英会話授業)し
ま丸 授業は、民間の英会話学校に委託などの方法で行い、中学校卒業

段階で日常英会話ができるまでにします(10年 計画で)。

なお、英会話講師の確保 (すべての小中学校で約900億 円く民間業者委

託の千葉市をモデル〉)は、予算の組み替えによる重点配分で。

(進行中です 〕0■ 年4月 から中教審教育課保部会の外 J語 ⅢII‖ 1部会
で|,こ 討を開始 今後、効果的な英語教育について険言J

E2005年 度までに、不登校やいじめなどで悩んでいる子どもを支
えるためのスクールカウンセラーを全中学校に配置します。

(実現。大前進 )04年 度予算において配置悛が8500使 に,05年度予算
において全中学陵への配置をめざt

attD「わかる」授業をめざし、すべての小中学校に補助教員(地域住民、

保護者、学生など)を配置するとともに、さまざまな経験を持つ社会人や

専門家等の活用を大幅に拡充します。

(実現。大前進〕04年度〕'算の
トギ:力向上支援事業」(新規)や 04年度

までr/2「 手校いきいきブラン
・
において補1カ教員を配置(

E希 望者全員が受けられる奨学金制度とします。また、04年度ま
でに海外留学する学生を対象とした制度を創設するとともに、入学資金

を対象とした制度を充実します。

(実現。大前進〕041:度 予算では,11子・有利チ奨子企貸与予定者は
1)7,Jノ、海クト留学を力i象とした十」度も自」設=今後も拡充ぅ



第2章「安心・はつらつ社会」の構築

食の安全・安Jbを確立 安全・快適な街づくり

食の安全・農業の安定 ―一―

■図Dほぼすべての国産農水産物にトレーサビリティシステム (生産・
流通の履歴追跡情報)を導入しま曳

〔進行中です 〕トレーサビリティシステムの普及に向け、ICタグ等を利用

した取り組みが進む。さらに、この動きを強化。

0有 機栽培・減農薬栽培農家を倍増させま魂
〔進行中です )有 機栽培など環境保全型農業は、食の安全確保に加

え、環境負荷が小さくわが日農業がめざす方向であり強力に推進 .

口 農地の集約化を強力に推進し、国民の食料供給に責任を持つ担

い手及び環境保全型営農に対し直接的な所得補償制度を導入します。

また、地産地消、耕畜連携、食育、米粉 (こめこ)の拡大等を推進しま魂

(進行中です 〕意欲ある担い手の経営を支援するため、品目横断的直
接支払制度の導入に全力をあげる。

口 5万人の新規就農青年を確保しま魂

〔進行中です 〕04年度から新規就農青年を雇用した農業生産法人等

に対し、無利子の「就農支援資金 J貸付を開始。

治安の回復 =安心の暮らし、徹底ガードーーー

●医D空き交番ゼロ作戦を展開します。2004年度から警察官1万人を
増員する新たな3カ年計画を政府に策定させることと併せ、警察官OB
の活用や交通警察 (駐車違反取締り等)の一部民間化等を進めます。

※警察官 1人当たりの負担人口(国の総人口■警察官の人数)は、日本が

533メ、(03年現在)に対し、英395ノ人、、米385人、独 315ノ人、、ィム293ノ人、、

伊 276人。ただし、海外は96年～ 99年現在。

実現。大前進 「空き交春J解消のため、現在、者ド道府県警察で計画策
定中,交番機能の「 分な発揮をめざJl

“

地域パトロールの強化で犯罪を許さぬ街にします。そのため、一

定の教育・副‖練を受けた民間の警備員 (現在、警察官の倍近い44万人

超)等 と提携し防犯パトロール等を本格的に実施するとともに、自主的

な防犯組織の形成など、安心・安全の地域社会づくりを推進します。

(進行中です 〕04年 4月 、公明党として「防犯のためのまちづくり政策」
を発表`民間警備会社への業務委託などさらに推進.

■□D外国人犯罪に対しては、毅然とした出入国管理体制を確立するな
ど、犯罪対策を強化しま曳

〔実現。大前進〕04年度予算等で一定の前進c引 き続き‖1人卜1管理にか

かわる要員、関係施設等の拡充が必要。

■ED警察行政については、キャリア(国家試験 1種採用者)の現場経
験期間の延長や優秀なノンキャリアの登用を推進するなど「現場重視」

に改めます。また、対症療法的な治安対策に終始せ哄 政府 (関係省

庁)が総力をあげて治安悪化の徹底究明と根本的対策を講ずるように

します。

〔実現。大前進〕現場lf視の業務は前進中`今後とも予算措置を含め政

府への働きかけを強化。

バリアフリーの街づくリ ーーー

日
=D2010年

までに、1日乗降客5000人以上のすべての駅ならびに

周辺地域のバリアフリー化を実現します。

〔進行中です 〕04年度予算で駅への補助金を10° l増 .ま ず()7年度ま

でに旅客施設 7悧l、 周辺道路 5害」のパリアフリー化をめざす。

日
=D電
線類の地中化を住宅地・観光地を中心に1万珊まで延長しま魂

〔進行中です 〕 ∫街地幹線道 l各 は約 996.04年度から■,政令市等の

主要道路 48%,58%● 歴史的街並み保存地区整備― ―等の方針
を印]示 .

■■Dコ ミュニティーバス、低床バス、福祉タクシーを倍増しま魂

〔進行中です )04年度税制改 lEで特別償却l」 度のi芭川期1破を2年間

延民。着実に導入が進むが、事業者支援の 層の拡充が必要_

‐ 段差解消や車イスが通行可能な廊下等のバリアフリー化住宅を、

公営住宅全体の5割まで高めます。

(進行中です 〕041i度予算で個別改善の改修4000「 f分を増額`今
後、既存住宅の老朽度や設 llfjの状況に応じた緊急性を優先し改善

`

↓
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環境 都市に緑を !

住宅・交通・住環境 ―一一

回 住宅リフォーム融資制度の拡充で中古住宅市場の流通量を3倍

に引き上げま魂

〔進行中です )11宅性能表示制度の普及が流通拡大のポイント.紛 争

処理体制の整備、り限疵保証制度の円滑化支援をめざす。

日蒻D高齢者向け賃貸住宅を10万戸建設しま茂
〔進行中です 〕04年度から、社会福祉施設等との一体的整備への補助

割り増し刈象を拡充。「まちづくり交付金Jも活用できるように措置。

αコD都市公園 (1」 学ヽ校区に5カ所)の整備率を4年以内に70%まで

高め、そのうち半数を高齢者が憩える「シルバーパーク」(仮称)と します。

〔進行中です )1小学校区5か所の都市公障幣llll率は6伸l強。高齢者
など幅広い利用者を対象とするため、ブランコ等:の必置規定を廃止

E■D ETC(高 速料金自動支払いシステム)な どを活用した高速・有料
道路の区間別の料金割引や夜間割引等を、4年間に200路線で展開し

ます。

(進行中です 〕長距離割引に加え、04年 4ナ」下旬から夜嗣詳1引力i実施
されるなど、全国で多彩なκL会実験が進行中。

都市と農山漁村の交流 ―――

CZD市民農園や体験農業など農山漁村をフィールドとしたグリーン(ブ
ルー)・ ツーリズムを積極的に推進しま曳

(進行中です 〕都市住民の農山漁村に
'」

する安らぎ・想いを求める機運

が高まっており、都市と農村の交流拡大の支援を強化。

四 遅れている森林の整備を早急に進めるとともに、複層林化、針・

広混交林化等を推進します。また、緑の雇用を4年間で3万人増員し

ます。

(実現。大前進〕2004年 度予算に「緑の雇用」として新規71億円計1_L,

遅れている森林幣備を進めるため、今後も緑の雇川確保を図る。

自然と街の共生、推進プログラム ーーー

И 緑を倍増させ、都市を自然が生きる“水と緑と上の街"に再生しま

す。そのために、公用地の自然緑地義務付け化や屋上緑化、ヒートアイ

ランド(都市の温暖化)対策、学校ビオトープ(野生の生物が生きられる

場所を学校の中につくること)、 自然生態系の生きる街づくり、などを推

進します。

〔進行中です 〕「景観緑・1法 Jの 04年通常国会成 えヾ、「ヒートアイラン

ド対策大綱 J策定など整 lriil・ llむ。今後、都市計画等の総合的取り細み

が必要。

CED 2010年代までに大都市に300労規模の森をつくるなど水と緑
のネットワークをつくります。

〔進行中です 〕制1度整備は首実に進むが、都市計^画、緑の基本テ1画、

都市∫Fl生、社会資本等の総合的、計画的な取り組みが不可欠。

■ZD GDPの 約 1%弱にのぼる各種イベントのゴミゼロ・省エネ化を推
進しま丸 そのために、各種イベントの「ゴミゼロ・省エネ化促進法案」(仮

称)を制定し、国主催の行事などについてエコ化、グリーン化、省エネ化

を義務づけます。ガイドラインの作成、民間行事等への努力義務、配慮

など、これらのイベントで消費される資源 (電気、紙、水等)を節約し、

廃棄物の発生を極力抑えます。併せて、子どもたちを含めエコ意識の一

層の浸透化を図ります。

〔進行中です )進展あるも未だ途「1.環境意識に影響度の人きいイベン

トのゴミゼロ化へ
.白

民あげて積極的な推進が必要.

02010年 までにゴミを半減させ、リサイクルなどの割合を4割向上
しま丸 エコ産業の市場規模を70兆円に、雇用を130万人から160万

人に拡大しま魂

〔進行中です 〕種々のli極的な取り組み、整備が進む ^方で予算上の

制約も。官民の ^層の意識改ギ:、 世論喚起が重要,

四 環境関連サービス、廃棄物処理・リサイクル産業などの振興に集

中投資しま魂

〔進行中です 〕着実に進行。環境と経済の好循環は温暖化対策の決め

手,消費・供給・資本各分野ともに一層積極的な取り組みが必要。

■西D家庭のクリーンエネルギーを飛躍的に普及させ、家庭用の燃料電
池、太陽光発電、低公害車など、再生可能な新エネルギーを拡充して温

暖化防止を進めま丸

〔進行中です 〕着実に進展するが、エネルギーは暮らしと産業の重要な

基盤であり、クリーンエネルギーの飛躍的普及をめぎ丸

■コD文科省と環境省が共同してNPOな どと連携し、全国の市町村に
環境体験学習のコーディネーターを配置することで、先生が簡単に体験

学習に関する情報・プログラム・ノウハウにアクセスできる体制を整備

するなど、自然体験学習に関する全国ネットワークを構築します。

〔進行中です 〕環境教育は地球と人類のための次代へのか乱 国連「環

境教育の10年 J施行への準備等を踏汝えつつ積柄illf進 .

、1■



平和・国際貢献の国に

世界に発信 !国際平和貢献プロジェクトーーー

日回D国際平和に貢献できる専門家を3年間で1万人に増やします。

〔進行中です 〕」き続き増員めざ,05年嘆予算の収り組みと具体的な
手法を今後 IICA(国 際協力機構)等 と協議へ.

EコD「 国際平和貢献センター」を設置し、各分野の専門的な人材養成

を図ります。

f進行中です 〕JICA等 と連携を緊密に図りなから、ノ、を通じた国1祭協

力が推進できるよう政府にさらなる働きかけを展開中(

attD ODAに ついては、平和構築のため、ODAが 真にその国の国民
のために使われるよう効果的に活用します。また、ODA予算全体の

20%を 貧困や飢餓、感染症対策など「人間の安全保障」分野に優先的

に使われるようシステムも含め見直します (人間の安全保障分野は減額

せず)。 さらに、ODA予算の5%を海外で働くわが国のNGOへ還元し

ます。

〔進行中です 〕「人間の安全保障 J関連 予算のうちNG()支 l・4は 04年

度大幅増305年度予算でのODiヽ 予算の大幅増をめざす。

■匡D平和の拠点島「)中縄」を世界に宣揚するため、コスタリカ共和国
にある「平和大学」のアジア・太平洋地域事務所の「)中縄」への誘致を

めざします。

〔進行中です 〕ツt LIや コスタリカ共nl国 で平11大学について調査、視

察`)1縄 に必要な:]`門、財l1/X基盤な
どの「調査報告書 Jを取りまとめ中,

ロヨD軍縮を推進 (ジュネーブ軍縮会議の全会一致ルール原則の見直

し)します。

〔進行中です )・ll llilの専門家と意見交換するなど、関係方面と連携し、

ナi体 |,な軍柿に向けた取り組みを1貞諄1中 .

EヱD国際刑事裁判所(ICC)の 設立条約への早期批准をめざしま魂

〔進行中です 〕04年 4月 の衆院本会議等で、
「諄期批准を強く主張。現

在、批准に向けて政府側と協議中.

EttD対人地雷除去を推進するため、ロボットなど技術協力、人材育成、

ODAの活用を含めた財政支援を実施しま丸

〔実現。大前進〕対人地雷探知・除去機の実用化へ向け、技術開発、草

の根・ノ、間の安全保障無償資金協力等の予算を大 liFT増。

ロヨDわが国の難民の受け入れについては、難民条約の趣旨に基づき適

切に審査を実施し、その拡大をめざします。日本の在外公館に難民申請

を希望する者が逃げ込んで来た場合、人道的な立場から一時的な保護

を与える体制を整備しま魂

〔進行中です )仮‖F在許可制度の倉」設、難民認定者の法的地位の安定

fヒなどが盛り込まれた難民認定法の改TE案 が04年通常国会で成立。

CttD麻薬撲滅へ向けて、国連薬物統制計画 (∪ NDCP)な ど、国連関

係機関への協力、ケシ栽培の転作への技術・財政支援、警察機関の取

り締まり態勢を強化します。水際での取引阻止に向けての海上警備態勢

の拡充など、総合的な対策を推進します。

〔進行中です )麻業撲減へ向けての関連予算として、04年度予算で、

約 3億 6000万 円確保.

1レ
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投票権の拡大 人権の確立

C口D18歳選挙権を実現しま丸
[進行中です )公明党の主張で与党内に検討チー∠、を設け議論中.自
公間での調整が今後の課題。

■四D永住外国人の地方選挙権の付与を実現しま魂
進行中です 04年通常国会に通算4回日の「永住外国人地方選挙 |に
付与法案 Jを提出。rJ野党議員の説得を展開。与党内の調幣にも全力。

■コD郵便投票や代理投票制度の対象者の拡大をめざすとともに、さら
に使いやすい制度としま丸

[実現。大前進〕公明党のリードで、郵使投票の対象者を拡大、代理投票

市U度の拡充も実現。今後さらに、より良い制度をめざす

司法改革 ―――

口 ロースクール (法科大学院)へ進学する学生を支援するために、奨

学金制度の充実など十分な財政措置を講じま魂

〔実現。大前進〕04年度予算において、法科大学院の創設に対応した奨
学金制度を含」設 c

a2D国 民が裁判官と一緒に裁判手続きに参加する充実した裁判員制
度を創設しま視

〔実現。大前進〕公明党のリードで裁判官 3ノ、、裁判員6人を基本とする

法案が 04年通常国会で成立。

口 だれでもが行政の不正を正せるような、国民に開かれた行政訴訟

制度を創設しま魂

〔実現。大前進〕公明党の提言が大きく反映された行政訴訟法の改1[案

が04年 i通常国会で成、ア.

□ZD弁護士がゼロないし1人しかいない「ゼロワン地域」を解消します。
(実現。大前進〕04年通常国会で「総合法律支援法案 Jが成立。法曹の

増加や「司法ネット」構想の実現で解消。

■蒻D法律扶助制度のさらなる拡充や、犯罪被害者の刑事手続参加制
度の創設などを推進しま丸

〔進行中です 〕法律扶助制度は毎年拡充。「犯罪被害者の刑事手続参

加制度 J創設|ま引き続いて取り組む。

DV防止法の見直し 一――

嘔口D保護命令の対象拡大、D∨ (配偶者等からの暴力)被害者の自
立支援など被害者の立場に立った実効性のある D∨ 防止法改正を行

います。

(実現。大前進〕04句二通常国会において法案は成立。引き続き、同法の

運用に関して充実を期す。

夫婦別姓の導入 一――

口 夫婦の姓 (氏 )について、同姓または別姓の選択を認める選択的

夫婦別姓制度の導入を実現しま魂

〔進行中です 〕公llll党は実現を強く主張しているが、自民党内の意見の

調整が難航 ,

強姦罪の罰則強化 ―――

⊂回D女性の人権擁護のために、強姦罪の罰則を強化し、新たに集団強
姦罪を創設します。

(実現。大前進〕与党・女性とナF」法プロジェクトチームとして法相に中し入

れ、立法作業が進む。次川]国会への法案提出をめざ丸



皿 軽度の要介護者及び要介護状態になる恐れのある方を対象に新

たな介護予防サービスを創設し、今後 10年間で高齢者人口に占める要

介護者の比率を、現在の高齢者7人に1人から10人に1人に減らします。

穏 諾鰤 曇 皇‰ 。TT魔 昌緊 麟 歴Ξ 淵

2万 3000カ所)まで拡大します (第 2段階)。 また、筋カトレーニング

など効果のある介護予防り八ビリプログラムを開発し、介護予防サービ

ス拠点にトレーニング機器等を整備するとともに、スポーツ施設や温泉

など、介護予防における地域資源の積極的な活用を図ります。さらに、

介護予防の取り組みをサポートする人材の養成・確保を図りま魂

るため、がん、心疾患、

予防、医療等を総合的

に推進し、り患率と死亡率の減少に取り組みま丸 特にがん対策につい

ては、がん専門医の育成や検診体制の充実に取り組むとともに、地域が

ん診療拠点病院を生活圏 (2次医療圏)に整備し、地域における質の高

いがん医療の提供体制を確立しま丸

上記の介護予防・生活習慣病対策の一体的推進により、今後 10年間で

健康寿命 (健康で自立して暮らせる期間)を 2年程度伸ばすことをめざし

ます。

ロロD地域生活における障害者の生活基盤となるグループホームや福祉

ホームを2007年度末までに65万人分にまで整備します。また、」ヽ規

模作業所の法人化を容易とするために基準の見直しを行うとともに財政

的支援を行い、地域における作業活動の場などの受け皿づくりを推進し

ます。

回 障害者の「福祉的雇用から一般就労」への移行を推進するため、

トライアル雇用、職場適応援護者 (ジョブコーチ)のさらなる拡充などに

より、2008年 度に行われる障害者雇用実態調査において雇用障害者

数を60万人にすることをめざします。また、障害者雇用促進法を改正

し、精神障害者に障害者雇用率を適用します。

回 新エンゼルプランにかわる、新たな「次世代育成プラン」(仮称)

を策定し、家庭、地域、職域等を通じた総合的な子育て支援の充実を図

るとともに、地域の保育ニーズを踏まえた待機児童問題の解消に取り組

みます。また、虐待やいじめなどで情緒障害を被った児童の治療等を行

う「情緒障害児短期治療施設」や施設退所後も社会生活が困難な子ど

もの自立支援を行う「自立援助ホーム」を全都道府県に整備しま魂

口 自閉症、注意欠陥多動性障害、学習障害など発達障害者 (児 )の

早期発見・早期療育・教育・就労等の総合的な支援体制を明確にする
「発

達障害者支援法」を制定します。また、発達障害支援センターを全都道

府県に整備します。

2003年の衆議院選挙の「マニフエスト100」 に、

新たに

23項目を「追加」しま丸

Manlfcsto

□匡D2004年度中に、すべての学校の安全管理体制を総点検し、05

年度までに各学校の実情に即した独自の防犯マニュアルを策定します。

さらに、05年度までに、全小学校 (盲・聾・養護学校の小学部を含む)

で通学路の防犯・安全点検を実施して「通学安全マツプ」を作製。また、

防犯ブザーを小中学生全員に貸与・配布できるようにしま魂

□四D人的警備を必要とする小学校 (盲・聾・養護学校の小学部を含む)

に、警察官OBや民間警備員、ボランティア等を活用した「スクールガー

ド」(学校安全警備員)を 5年間で配置できるようにします。

皿 児童虐待のない地域をめざすため、児童相談所、児童福祉施設、

学校、保健所、病院、警察、地域ボランティス 住民などの連携による
「児

童虐待防止市町村ネットワーク」及び児童虐待またはその恐れのある家

庭の早期発見にも資する「育児支援家庭訪問事業」を、今後5年間で全

市町村に整備しま丸

皿 若者の自立に教育の果たすべき役割が重要であることをより明確

に位置づけた、新「若者自立・挑戦プラン10カ 年戦略」(仮称)を策定

します。フリーター、無業者の増加に対処するため、教育段階からの予

防的対策に重点化した施策を展開します。

囮 小中学校等で地域や企業、NPO、 ボランテイア等と連携し、社会

の仕組みを学ぶ「未来プラン授業」(仮称)の導入や、補習授業、職業体

験活動などを行う土曜授業の実施、中学校第2学年時の「働くウイーク」

(職業体験週間)の導入などを図りま魂

囮 パソコンや 1丁 等を活用し、職業教育をいろいるな場所で気軽に

受講できる「日本版ラーンダイレクト」を創設しま丸 また、就職の可能

性を高めるため、社会が必要とする職業能力を身に付けた若者に国が

「証明書」を発行する仕組み「YES―プログラム (若年者就職基礎能力認

証事業)」 を推進するなど、若者のやる気と能力開発を応援します。
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農業を元気にする政策を

m食 料自給率向上は生産対策のほか、健康にもよい日本型食生活

の普及促進など消費・需要面にわたる総合的な取り組みが必要で丸 こ

のため、内閣総理大臣を長とする「食料。農業・農村政策推進本部」を

自給率向上の戦略本部として位置づけ、今後 10年程度で50%(力 ロリ
ーベース)に引き上げることをめざしま魂 また、金額ベースの自給率を

69%から80%程度に引き上げることをめざし、土地の制約の少ない高
品質、高付加価値農産物の生産を振興しま丸

m意 欲のある担い手の支援強化のため、従来の作物ごとの価格

支持、経営安定政策に代えて品目横断的な直接支払制度を導入しま

曳 対象は、①効率的な経営体 ②効率的な経営をめざす意欲ある担

い手 ③効率的で一体性が高い集落営農です。併せて集落が共同で行

う地域資源の維持管理及び環境保全型農業に対しても直接支払制度

を導入します。財源は農林水産省予算の見直しなどで行います。なお、

2004年度で期限が切れる中山間地域直接支払制度は、05年度以降
も継続しま丸

囮 農業就業者の55%を占める女性の農業経営における役割を一層
明確化するため、農業経営における役割分担、収益配分、就業条件等を

取り決める家族経営協定の締結農家を、2007年までに現行2万 5000

戸から4万戸まで増加させます。

文化政策にも力を入れます

囮 文化芸術への行政支援に関するワンストップサービスが受けられ

る総合窓口を、2006年度までに国及び全都道府県に設置するととも
に、芸術家や文化人を任期付き(または短時間勤務)公務員として地方

公共団体で採用しま丸

皿 芸術家個人や文化団体への公的助成の対象に稽古手当や創作研

究費などを支援費目に追加するとともに、創作や公演が終了するまでの

一時融資制度の創設をめざしま魂

歩いて暮らせるまちづくり

囮 国は「歩いて暮らせるまちづくり」のための基本指針を策定し、

2006年度を目途に地方自治体における「歩いて暮らせるまちづくり計

画」の策定を推進しま丸

本格的な高齢社会に対応するため、自宅から徒歩、自転車、公共交通機

関などで行ける範囲に、医・職・住・遊など日常生活の諸機能が集約さ

れた、安心・快適の歩いて暮らせる生活圏を形成する必要がありま魂

そのため中心市街地などで、まちづくり交付金等を活用し、ユニバーサ

ルデザインの視点を持った街づくりを推進するとともに、高齢者住宅な

どの居住空間を優先的に確保しま丸 また、大規模施設等の立地につい

て事前にまちや地域への影響を調整できる仕組みを検討します。

さらに実りある中小企業支援を

□四D中小企業向けの無担保・無保証融資の拡大を図るために、金融
機関の中小企業向け貸出債権などの証券化を推進するとともに、動産

担保を利用した融資を金融機関から受けられる環境を整備するため、

2005年 中に不動産と同じような登記・公示制度を確立しま魂 また、

個人保証の中でも特に問題とされている無制限に支払い責任が負わさ

れる包括根保証制度について、限度額や保証期間を定めるなどの見直し

を行いま魂

0中 小企業施策の情報の目詰まりを解消するために、中小企業施

策に明るく気軽に相談することができる中小企業診断士・税理士などを

全国の商工会議所や主な商工会に配置するとともに、全国の商工会議

所・商工会の経営指導員に中小企業施策の研修を実施しま魂 また、優

れたノウ八ウや幅広い人脈を持つ企業のOBなどの人材を、新事業の展
開などに悩む中小企業に派遣します。そのために、人材登録を行う地域

協議会を全国の商工会議所に設置し、2005年度までに企業のOB等

の登録数を1万人にします(04年 3月 10日 時点 1600人 )。

口 悪徳業者の不適切な取引による消費者被害を未然に防止したり、

あるいは違法・不当な状況を早期に是正するため、消費者団体が消費

者個人に代わって訴訟を提起できる消費者団体訴訟制度については、

2006年までを目途にその法制化を図ります。また、外国為替証拠金取
引など金融商品の多様化に伴い、一般投資家の被害が増加している現

状を踏まえ、投資家保護法制を整備しま丸 併せて、消費者をめぐるトラ

ブルの急増に対処し、消費生活センター等における相談員の確保や資

質向上など消費者政策を拡充します。

ユニバーサル社会をめざします

回 すべての人が互いにその人権を尊重しつつ、責任と権利を分かち

合い、その個性と能力に応じてそれぞれの力を十分に発揮しながら、誇

りを持って自立できるユニバーサル社会の形成を推進するために、地域

や経済活動分野における取り組み、社会制度の整備等を進めま魂 ま

た、基本理念等を定めた「ユニバーサル社会形成推進法」の制定を推進

します。

っとしっかり
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経済財政運営について

▼確実な経済再生へ、構造改革を加速・強化

日本経済は、小泉内閣が推進してきた構造改革の進展等もあり、民需主

導の景気回復の兆しが現れつつありま丸 今後、経済再生をさらに確実

なものとし、また、景気回復を自律的な成長軌道に乗せるため、構造改

革を加速・強化します。

金融再生プログラムを着実に実行し、2004年度中に不良債権問題の正

常化を図ります。また、借り手企業の経営者の資質や事業の将来性等に

基づいて融資等の金融サービスの提供を行う「リレーションシップバン

キング」機能の強化等、地域・中小企業金融の円滑化を促進しま魂

燃料電池、ロボット、コンテンツなど戦略的に重要な分野を育成・強化

するため、「新産業創造戦略」を推進するとともに、経済活性化のための

「みらい創造プロジェクト」を、引き続き推進しま曳

アジア各国などとの経済連携協定 (EPA)・ 自由貿易協定 (FTA)の 早期

締結を実現し、貿易・投資や人的交流の促進を図るとともに、国内産業

構造改革を強力に推進しま魂

また、国内農林水産業や地域産業への影響に十分配慮していきます。

歳出構造改革をさらに進めます。現在の重点4分野に加え、地域再生、

治安・防犯、健康増進・介護予防、若年雇用対策等への重点化を図りま

魂 予算の成果目標・事後評価体制の確立、公会計制度の整備を通じた

財政の透明化、コスト縮減・単価の引き下は 特別会計の合理化等の施

策により、ムダ遣いを徹底してなくします。

社会保障にかかる財源のあり方や三位一体改革との関連も踏まえ、

2006年度までに所得課税、07年度を目途に消費税を含めた抜本的税

制改革を実現しま丸

三位一体改革、社会保障制度改革、税制改革、歳出改革等を着実に実

行することにより、2005年度のデフレ脱却、2010年代初頭の国と地方

を合わせたプライマリーバランス(国債費や公債金収入を除いた財政収

支)の黒字化の実現をめざします。

地方分権について

▼地方分権へ、三位一体改革の推進

21世紀の持続可能な行財政システムを構築するためには、これまでの

中央集権型から地方分権型への転換が最も重要であると考えま魂 国

から地方への権限や財源の移譲を積極的に図りつつ、自主・自立の地域

社会の確立のため、道州制も視野に入れた「国・地方のあり方」の転換

を推進していきま曳

三位一体の改革については、地方の意見を十分に聞きながら、その全体

像を早期に明らかにします。2006年度までの改革では、概ね3兆円規

模の税源移譲をめざし、所得税から住民税への本格的な税源移譲を実

現するとともに、地方の自由度を拡大するため、残りの3兆円の国庫補

助負担金の廃止・縮減を行います。

地方交付税については、地方の財政運営に支障をきたすことのないよう

必要な一般財源の総額を確保しながら、地方の行革努力を反映できる

評価システムの導入などにより、地方歳出の一層の抑制を進めま丸 06

年度以降についても、最終的に国と地方の税源比率を1:1と することを

めざし、税源配分の見直しを行います。

社会保障について

郵政民営化問題について

▼利用者・国民の視点で郵政改革を積極的に推進

政府の「2007年民営化、その5～ 10年後の最終的な民営化までに(事

業内容によって)移行期間を設ける」との基本方向のもと、国民的議

論を踏まえつつ、積極的に検討します。

全国2万 4000カ所にのぼる郵便局ネットワークは国民生活にとって重

要なインフラであり、「利用者」「国民」の視点がきわめて大切です。

「5つの基本原則」(経済活性化、構造改革全体との整合性、国民利便

性、郵便局ネットワーク資源活用、雇用配慮)を踏まえ、現在のメリット

に十分配慮する方向で改革しま魂

視覚障害者用郵便物の無料化等、社会的に弱い立場の人々が改革のし

わ寄せを受けることがあつてはなりません。これらの現在行われている

社会福祉の増進に寄与するサービスは、引き続き継続させます。

▼持続可能で安定した制度ヘ

少子高齢化の進展や経済の変動にも耐え得る持続可能で安定した制度

へと再構築する必要があります。その際、多様化するライフスタイルヘ

の中立性の確保、世代間。世代内格差の是正、低所得者への配慮等を

図りつつ、年金・医療・介護等の社会保障制度の一体的な抜本改革を

進めます。

社会保障財源のあり方については、税・保険料・イ国人負担の見直し及び

適切な組み合わせにより、制度の安定的な運営を図るとともに、2007

年度を目途に、年金・医療・介護等の社会保障全般にわたる給付見通し

を踏まえつつ、消費税を含む税制の抜本改革を実現し、安定財源の確保

を図ります。

社会保険庁改革については、長官への民間人の起用、市町村・国税庁と

の連携強化、年金個人情報を被保険者本人が容易に確認できるシステ

ムの導入など、国民本位の社会保険庁へ抜本的な組織改革を行います。

また、国会議員互助年金については、第二者機関による検討を急ま 現

行制度を廃止し、抜本的な見直しを行うべきと考えま魂

り
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このマニフェストには掲げないものの、

党として全力で取り組む当面の政治・政策課題があります。

経済財政運営、社会保障、憲法改正、イラク問題などの

重要な政治課題に対する公明党の見解は次の通りです。

(04年 6月 3日現在)

イラク問題・国際貢献について

憲法改正問題について

▼党内で論点を整理し、秋には見解表明ヘ

公明党は現憲法が、戦後の日本の平和と安定。発展に寄与したことを高

く評価し、国民主権主義、恒久平和主義、基本的人権の保障の憲法3原

則を堅持します。また、憲法9条についてもこれを堅持し、時代の進展と

ともに提起されている環境権やプライバシー権などを加える「加憲」と

いう立場をとっています。

現在、党内に設置した憲法調査会を中心に活発な論議を進めています

が、特に、「21世紀の日本をどうするか」との未来志向に立ち、国民主権

をより明確にする視点、国際貢献を進めるための安全保障の視点、人権

を確立する視点、環境を重視する視点で議論を深めています。

党として論点整理を行い、衆参両院の憲法調査会の論議も見据えなが

ら、さらに突っ込んだ議論を展開し、本年秋の党大会で見解をまとめる

予定です。なお、憲法改正国民投票に関する実施手続きを定めた法律に

ついては、与党合意を踏まえ、年内に成案を得て、来年の通常国会を目

途に成立をめざします。

教育基本法の見直しについて

▼イラク人道・復興支援の継続、行動する平和主義の時代ヘ

イラクは米英等の占領統治が2004年 6月 30日に終結し、全主権をイ
ラク暫定政権に移譲する、きわめて重要な政治プロセスを迎えます。こ

れからが、イラクの「平和と安定」を構築する正念場です。わが国は国

際協調と国益の観点から、人道支援、技術支援、インフラ整備等、積極

的かつ重層的な対応をしていきます。

今日の世界では、まだ多くの人々が飢餓と貧困に苦しんでおり、国際社

会の一員として、また、「人間の安全保障」の観点から見過ごすことは

できません。開発途上国の安定と発展は、世界全体の平和と繁栄に不

可欠なもので、両者は相互依存の関係にありま丸

具体的には、わが国のODAや各種人材の派遣を通じて、特に「人間の

安全保障」分野での国際貢献を軸に行動する平和主義の立場から「人

道大国。日本」をめざしま丸

北朝鮮問題について

▼基本法の基本理念は堅持し、補完・補強ヘ

今日、教育環境が著しく変化し、新しい時代の教育改革が必要であると

認識しますが、教育基本法については、その基本理念は、教育の目的を

「人格の完成」と規定していることなど、いかなる時代にも通じる普遍

的なものとして優れていると考えます。

ただ、基本法も制定から半世紀以上も経過しており、今日の教育の諸課

題が多様化していることも踏まえ、基本理念は堅持しつつ基本法を補

完・補強するための見直しの検討は必要であると認識します。

具体的には、現行の「人格の完成」「個人の尊厳」などの理念を強化す

るとともに、「生命の尊重」といった理念や、「学校・家庭・地域の連携」「生

涯学習の充実」「教育振興基本計画の策定」などを新たに盛り込むべき

と考えます。

ただし、見直しを検討するにあたり、「国を愛する心」を法律で規定する

ことについては、戦前の反省を十分に踏まえて慎重に検討する必要があ

ります。

▼拉致・核開発問題の解決に全力

対北朝鮮外交については、2002年 9月 に引き続き、本年 5月 に小泉首

相の第 2回目の訪朝により、「日朝平壌宣言」が日朝関係の基礎である

ことが再確認されました。しかし、拉致事件及び核・ミサイル問題等の

解決なしには、国交正常化はありえません。

日朝平壌宣言が順守される限り、制裁措置は発動されませんが、北朝鮮

の対応次第では、経済的な制裁措置の発動など、一定の圧力をかけるこ

とも辞さない構えを示すことも必要で魂

拉致問題に関しては、家族5人の帰国が実現しましたが、残るこ家族全

員の帰国、そして、安否不明の方々及び特定失踪者の全面解決を図るこ

とが重要で魂 Jヒ朝鮮による核開発は、わが国及び北東アジアの安全保

障にとって脅威であり、断じて容認できません。国際的な検証の下にお

ける完全な核廃棄へ向け、6カ国協議を軸にその解決をめざし全力をあ

げます。



公明党マニフエスト

Manifesto123
連立 4年 8カ月一―着実な成果
公明党は4年 8カ月、連立与党の一員として日本のかじ取りに全責任を

持つて、日本の改革を走り抜いてまいりました。

金融システム改革、規制改革、行財政改革、社会保障制度改革といつた

「構造改革」を進めてきた結果、ようやく改革の芽が現れ始めました。

また、景気・経済も長い トンネルを抜けて、本格的な回復に向かいつつ

あります。このように、「国民のための改革」は、着実な成果をあしずつつ

あると確信しています。

31項目が実現 。大いに前進
しかしながら、今日のわが国には、少子高齢社会の進行、凶悪犯罪の増

加、国際貢献と外交問題への対応など直面する多くの課題があり、いま

だ国民の多くの方は今日の生活、そして未来に対する “不安"を抱いて

います。

公明党は、昨年の衆議院総選挙において、「日本を覆 (おお)う この不安

を取り払い、活力みなぎる国をつくりたい」との決意で、国民の皆さま

に「政策綱領一マニフエス ト100」 を提示させていただきましたが、こ

の半年余の間に、31項 目が「実現もしくは大いに前進 」という大きな

成果をあιずています。

“契約"を果たすために全力

今回、お示しした改訂版・政策綱領「マニフエスト123」 は、国民の皆

さまと公明党との “契約"です。公明党は、与党としての実行力で、これ

からも責任を持つて政策実現を果たすことを「宣言」します。

NEW ICOMEITO

公 明 党
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